
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

長野県知事　　様

02 法人番号(１３桁)

01
新規

令和４・５・６年度用

更新 登録番号

年 月 日申請日

令和４・５・６年度において、長野県で行われる入札に参加する資格の審査を申請します。

※過去この資格を登録したことがある場合は「更新」に〇印を付し登録番号を記入

令和

中分類 許認可
等を添
付する
ものに

○

備考

競争入札参加資格審査申請書

フリガナ

07 本社（店）電話番号

申請区分
（該当する方に〇）

番
号

種別
番
号

種別
番
号

大分類 中分類

フリガナ

担当者 所属・氏名

許認可
等を添
付する
ものに

○

大分類

12
契約の種類
(複数選択可)

13 主な営業品目 営業品目区分表から「大分類」及び「中分類」の番号・種別を記載、許認可が必要な品目は有効な許認可証等の写しを添付

その他

対象となる営業品目

10 担当者 電話番号
（日中連絡が取れる連絡先）

11 担当者 メールアドレス

13-11

種別
番
号

種別
13-11,14-32を選んだ場合

のみ補足情報記入

14-32

03 本社（店）郵便番号 -

04 本社（店）住所

05

08 代表者　印鑑

09

実印
押印欄

使用印

押印欄

（任意）

商号又は名称

06 代表者　役職・氏名

（要領様式第１号）
登
録
番
号

こ
の
ス
ペ
ー
ス
は

記
入
不
要
→

そ
の
他

買
入
れ

製
造
の

請
負

等
級
区
分

年
　
　
　
月
　
　
　
日

登
録
日

※代表者が実印以外の印鑑で「入

札・見積・契約締結・代金請求・

その他必要な手続き」を行う場合

は押印してください

申請する項目に〇

大分類　１～１３ 大分類　１～１３ 大分類　１４

製造の請負契約の種類 物件の買入れ



（５）地域貢献の状況
(2点)

申請日における消防団協力事業所表示制度の認定

（６）SDGsの取組の状況

(2点)
申請日における長野県SDGs 推進企業制度の登録

※手引きを参照し、必要な書類を添付して提出してください

（３）障がい者等の
雇用状況

（どちらか一方、2点）

雇用義務がある場合 申請日直前の6月1日における障がい者の法定雇用率達成

雇用義務がない場合 申請日において障がい者を雇用

（４）労働環境の状況
(各1点)

　申請日に従業員100人以
下の事業者に限る

「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定」かつ
「育児・介護休業法に基づく休暇等制度を就業規則に規定している」

申請日における「社員の子育て応援宣言！」の登録

「申請日直前4年間に育児又は介護休業を20日以上取得した実績があること」又は「職場いき
いきアドバンスカンパニー」の認証取得

申請日に従業員100人以下
の事業者に限る

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定していること

事業年度

申請日　前事業年度　決算
選択した事業年度の決算期間を記入

期首 西暦 年 月 日

申請日　前々事業年度　決算
期末 西暦 年 月 日

千円

20 製造設備額
（３～１５点）

千　円

　〔以下の項目は、長野県内に本店を有する事業者のみが対象となります〕

21 信州企業評価項目

※

項目 概要
該当する場合〇

（必要な書類は添付）

（１）品質確保の状況
(2点)

申請日におけるISO9000シリーズの認証取得

（２）環境配慮の状況
(2点)

申請日におけるISO14000シリーズの認証取得又はエコアクション２１もしくは地域版環境プロ
グラム（南信州いいむす２１等）の認証登録

17 純資産
（3～15点）

千　円
・千円未満の数値は切り捨て

18 年間売上高
（40～60点）

千　円

19 流動比率(A/B)
（2～10点）

流動資産額(A) 流動負債額(B)

千円

※「製造の請負」を申請する事業者のみが対象
・別紙「製造設備額　内訳」を添付

　　以下　17～20 については、申請日直前の過去２事業年度から決算期を選択し、その期間の数値を記載

選択する事業年度を〇↓

16

15 従業員数
（2～10点）

人
・子会社の従業員等は含めない
・代表取締役は含め、短期のパート、アルバイトは含めない

西暦 年 月

（要領様式第１号）

商号又は名称 令和４・５・６年度用

14 設立年月日
（1～5点）

年
設立年月日

・1年未満は切り捨て
・登記事項証明書の「会社成立の年月日」を記入日


